


























三重県人事委員会訓令第 号 

人事委員会事務局 

三重県人事委員会事務局公文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和3年 月 日 

三重県人事委員会委員長  竹  川  博  子 

三重県人事委員会事務局公文書管理規程の一部を改正する訓令 

三重県人事委員会事務局公文書管理規程（平成2年三重県人事委員会訓令第2号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。 

 改  正  後 改  正  前 

（起案の方式） （起案の方式） 

第16条 起案は、総合文書管理システムにより行う

ものとする。ただし、次の各号に該当する場合は、

当該各号に定める方法により行うものとする。 

第16条 起案は、総合文書管理システムにより行う

ものとする。ただし、次の各号に該当する場合は、

当該各号に定める方法により行うものとする。 

(１) 電子文書以外の添付文書がある場合又は第

21条第３項若しくは第５項に該当する場合 総

合文書管理システムにより起案様式（第５号様

式）を作成し、紙に出力した起案様式により回

議することができるものとする。 

(１) 電子文書以外の添付文書がある場合、第21

条第３項若しくは第５項に該当する場合又は総

合文書管理システムで起案し、及び回議するこ

とが不適切な多量等の電子文書がある場合 総

合文書管理システムにより起案様式（第５号様

式）を作成し、紙に出力した起案様式により回

議することができるものとする。 

(２)～（５） （略） (２) ～（５） （略） 

(６) 総括文書管理者が指定する情報処理システ

ムを利用して、協議、決裁等を行う場合 当該

システムにより起案し、及び回議するものとす

る。 

(６) 公印の押印を省略できない場合 総合文書

管理システムにより起案様式を作成し、紙に出

力した起案様式により回議するものとする。 

２ 前項第１号から第３号まで及び第６号に該当す

る場合には、起案様式を標準とする。ただし、コ

ンピュータによる業務処理システムにより起案の

様式を作成する場合にあっては、起案様式に準じ

た様式とすることができる。 

２ 前項第１号から第３号まで及び第６号に該当す

る場合には、起案様式を標準とする。ただし、コ

ンピュータによる業務処理システムにより起案の

様式を作成する場合にあっては、起案様式に準じ

た様式とすることができる。 

３ （略） ３ （略） 

４ 第１項第２号から第４号まで及び第６号に定め

る方法により起案した場合においては、保存期間

が１年未満として第38条第２項及び第７項の規定

に基づき文書管理者が定めた公文書を除き、決裁

後速やかに総合文書管理システムに必要事項を登

録するものとする。 

４ 第１項第２号から第４号までに定める方法によ

り起案した場合においては、保存期間が１年未満

として第38条第２項及び第７項の規定に基づき文

書管理者が定めた公文書を除き、決裁後速やかに

総合文書管理システムに必要事項を登録するもの

とする。 

（供覧の方式） （供覧の方式） 

第17条 供覧は、総合文書管理システムにより行

うものとする。ただし、電子文書以外の添付文

第17条 供覧は、総合文書管理システムにより行

うものとする。ただし、電子文書以外の添付文
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書がある場合は、簡易処理（保存期間が１年未

満として第33条第２項及び第７項の規定に基づ

き文書管理者が定めた公文書について用いる場

合に限る。）又は総合文書管理システムにより

様式を作成し、紙に出力した様式により上司又

は関係者に供覧することができるものとする。 

書がある場合又は総合文書管理システムで供覧

することが不適切な多量等の電子文書がある場

合は、簡易処理（保存期間が１年未満として第

33条第２項及び第７項の規定に基づき文書管理

者が定めた公文書について用いる場合に限る。）

又は総合文書管理システムにより様式を作成

し、紙に出力した様式により上司又は関係者に

供覧することができるものとする。 

（起案の方法） （起案の方法） 

第19条 起案は、次の各号により行うものとする。 第19条 起案は、次の各号により行うものとする。 

(１)～(４) （略） (１) ～(４) （略） 

(５) 起案者は所定事項のほか、起案者の職名

及び氏名を記入又は入力すること。ただし、第

19条第１項第１号から第３号までに規定する

起案文書にあっては、起案者は職名を記入又は

入力し、署名又は記名押印すること。 

(５) 起案者は所定事項のほか、起案者の職名

及び氏名を記入又は入力すること。ただし、第

16条第１項第１号から第３号まで及び第６号

に規定する起案文書にあっては、起案者は職名

を記入又は入力し、署名又は記名押印するこ

と。 

(６)～(９) （略） (６) ～(９) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（文書の浄書） （文書の浄書） 

第26条 文書の浄書は、次の各号により行うものと

する。 

第26条 文書の浄書は、次の各号により行うものと

する。 

(１)・(２) （略） (１) ・(２) （略） 

(３) 公印を押印して発送する文書の浄書が完了

したときは、原議書と校合し、校合した者が所

定の欄に押印若しくは署名し、又は総合文書管

理システムに校合したことを入力する。 

(３) 公印を押印して発送する文書の浄書が完了

したときは、原議書と校合し、所定の欄に校合

した者が押印又は署名する。 

（公印及び契印） （公印及び契印） 

第27条 文書を発送するときは、原議書と照合確認

し、三重県公印規則（昭和32年三重県規則第52号）

及び三重県公印取扱規程（昭和32年三重県庁訓第

635号）の定めるところにより、公印を押さなけれ

ばならない。ただし、県の機関に対して施行する

文書（重要な文書を除く。）及び軽易な文書につ

いては、これを省略することができる。 

第27条 文書を発送するときは、原議書と照合確認

し、三重県公印規則（昭和32年三重県規則第52号）

及び三重県公印取扱規程（昭和32年三重県庁訓第

635号）の定めるところにより、公印を押さなけれ

ばならない。ただし、知事部局の機関に対して施

行する文書（三重県公文例規程第２条第３号に規

定する令達文書その他重要な文書を除く。）及び

軽易な文書については、これを省略することがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

 
















































